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４  復旧・復興に向けた主な取組  

道では「平成３０年北海道胆振東部地震災害からの復旧・復興方針 (平成 31 年

３月 )に基づき、「被災地域の復旧・復興に向けた取組」と「大規模停電等に伴う

影響への対応」という２本の柱立てにより、次のとおり復旧・復興に向けた取組

を進めているところです。  

 (1)  被災地域の復旧・復興に向けた取組  

ア 住まい・くらしの速やかな再建 

(ｱ)  生活再建に向けた支援金の支給 

被災者生活再建支援法により都道府県が拠出した基金と国の補助金(補助率 1/2)

を活用し、｢全壊｣や ｢大規模半壊」等の被害が生じた者（世帯）に対して、基礎支援

金と加算支援金を併せた金額が（最大 300万円まで）交付されるもので、令和３年３

月末までに 2,081件、総額で約 19億円の支援金の支給を決定した。 
 

○ 住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

程 度 全 壊 解 体 長期避難 大規模半壊 

支給額 100万円 100万円 100万円 50万円 

※ 申請は災害発生日から 13月以内 

○  住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

再建方法 建設・購入 補 修 賃 借 

支給額 200万円 100万円 50万円 

※ 申請は災害発生から 37月以内 

(ｲ)  応急仮設住宅の供与等 

災害救助法による応急救助として、民間賃貸住宅を借り上げて被災者に供与する借上

型応急住宅を供与したほか、特に大きな被害のあった胆振東部３町(厚真町、安平町、む

かわ町)の意向を踏まえ、平成 30年 11月末までに建設型の応急仮設住宅を 208戸建設

し、また、鵡川高校生徒寮の入居者向け寄宿舎型の仮設住宅(むかわ町)、農家向けのト

レーラーハウス、全国初となる大型の福祉仮設住宅(厚真町、安平町)をそれぞれ整備し

た。 

さらに、地方自治法に基づく目的外使用許可により道営住宅の無償供与を最長で１年

間(Ｒ元.10月末まで)行い、272戸(胆振・石狩・日高管内)を提供した(延べ 28世帯が入

居)。 

なお、建設型応急仮設住宅については、令和３年１月までに全ての入居者の退去が完

了している。 

 

 

 

○ 地方自治法(昭和２２年法律第６７号) 
（行政財産の管理及び処分） 
第２３８条の４ 行政財産は、次項から第４項までに定めるものを除くほか、これを貸し付け、
交換し、売り払い、譲与し、出資の目的とし、若しくは信託し、又はこれに私権を設定するこ
とができない。 

７ 行政財産は、その用途又は目的を妨げない限度においてその使用を許可することができる。 
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○ 借上型応急仮設住宅の供与 

市町名 
入居戸数 
(累計) 

供与開始日 供与終了日 

札幌市 94戸 H30.9.29 R3.11.15 

北広島市 20戸 H30.9.25 R2.11.16 

厚真町 18戸 H30.10.3 R3. 1.17 

安平町 44戸 H30.10.12 R3. 8.22 

むかわ町 ６戸 H30.10.11 R2.12.18 

日高町 ３戸 H30.11.26 R2.12.14 

計 185戸   

 

○ 建設型応急仮設住宅の整備 

形  態 町名 設置数 設置日 入居日 供与終了日 

プレハブ型① 

厚真町 153戸 
H30.10.31 
H30.11.28 

H30.11. 1 
H30.11.30 

R2.10.31 
R2.11.29 

安平町 30戸 
H30.10.31 
H30.11.21 

H30.11. 1 
H30.11.22 

R2.10.31 
R2.11.21 

むかわ町 25戸 H30.10.31 H30.11. 1 R2.11.30 

計 208戸  

モバイルハウス
（寄宿舎型）② 

むかわ町 
１箇所 
(36戸) 

H31. 1.31 H31. 1.31 R3. 1.30 

トレーラー 

ハウス等 

       ③ 

厚真町 ８戸 
H30.12.26 

～ 
H30.12.29 

H30.12.27 
～ 

H30.12.30 

R2.12.26 
～ 

R2.12.29 

安平町 ７戸 
H30.12.4 
H30.12.23 

H30.12. 5 
H30.12.23 

R2.12. 4 
R2.12.22 

むかわ町 10戸 
H30.12. 1 
H30.12.14 
H30.12.25 

H30.12. 5 
H30.12.18 
H30.12.27 

R2.12. 4 
R2.12.17 
R2.12.26 

計 25戸  

福祉仮設住宅④ 

厚真町 
１箇所 

(108戸) 
H30.12.28 H31. 1.21 R2.12.28 

安平町 
１箇所 

( 36戸) 
H30.12.28 H31. 1.17 R2.12.28 

計 
２箇所 

(144戸) 
 

計（①＋②＋③＋④） 413戸 
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(ｳ)  住宅再建に向けた取組 

災害救助法による応急仮設住宅の供与期間は２年間であることから、被災者の恒久的

な住まいの確保のため、建築士などの専門職による無料の個別相談会を実施したほか、

自主再建を検討する被災者を対象とした厚真町及び安平町主催の住宅再建相談会に建築

の専門家を派遣した。 

また、胆振東部３町における災害公営住宅など公的賃貸住宅の整備に際しては、国に対

する予算要望、事業実施に係る交付申請の手続き、事業計画査定に係る助言など、国との

調整及び取組の支援を行い、令和３年１月末までに整備を完了した。 

なお、小規模住宅地区改良事業により厚真町に建設した住宅(１戸)については、令和４

年２月に完成した。 

○  胆振東部３町の公的賃貸住宅の整備状況  

町 名 種   別 構 造 階 数 戸 数 完成年月日 

厚 真 町 

災害公営住宅 木 造 
平屋 /２
階 

32戸 R2.10.23 

公営住宅 
木造/RC
造 

平屋 /２
階 

35戸 R3.1.22 

地域優良賃貸住宅 RC造 ２ 階 11戸 R3.1.22 

小規模改良住宅 木造 平 屋 １戸 R4.2.15 

合計   79戸  

安 平 町 
地域優良賃貸住宅 木造 平 屋 ６戸 R2. 9.30 

合計   ６戸  

むかわ町 

災害公営住宅 
RC造 ３ 階 

８戸 
R2.12末日 

公営住宅 10戸 

地域優良賃貸住宅 
RC造 ３ 階 

３戸 
R2.12末日 

小規模改良住宅 ９戸 

合計   30戸  

 

 

 

 

 

 

 

 

厚真町災害公営住宅         むかわ町災害公営住宅



第４ 北海道胆振東部地震災害からの復旧・復興 

-39- 

○  [参考 ]制度の概要 (災害公営住宅 ) 

災害 
公営住宅 

条 件 
全壊戸数が、①被災地全域で 500戸以上 

②１市町村で 200戸以上 
③１市町村の全住宅の１割以上 のいずれかに該当 

補助率 一般災害 2/3(公営住宅整備は 1/2) 

その他 条件適合→厚真町及びむかわ町、収入要件あり 

小規模 
住宅地区 
改良事業 

条 件 不良住宅 15戸かつ５割以上(過疎地域は５戸) 

補助率 
不良住宅の買収・除却 国 1/2 
小規模改良住宅の整備 国 2/3 など 

(ｴ)  災害廃棄物の処理 

今回の地震で発生した膨大な量の災害廃 

棄物の広域的な受入調整及び被災町への業 

務支援を行い、平成 31年１月までに、い 

わゆる「片付けごみ」の処理を終了した。 

また、平成 31年春から本格化した、被 

災住宅の解体・撤去に伴う災害廃棄物の処 

理についても処理に係る技術的助言などに 

より、被災町の支援を行い、令和２年(2020 

年)３月に処理を終了した。 

イ ライフラインやインフラの本格的な復旧 

(ｱ)  公共土木施設等の復旧 

公共土木施設等の復旧については、早急に 

土砂等の除去が必要な箇所の応急復旧工事は 

完了しており、河川や道路など 529箇所に 

ついては、国による災害査定を経て、本格的 

な復旧工事に着手しており、令和４年(2022 

年)３月までに工事を完了する予定である。 

また、復旧工事を円滑に進めるため、次の 

     とおり様々な方策を講じながら、庁内関係部 

局、国や関係機関などとの連携を図り復旧工 

事を行った。 

① 地震災害復旧ＪＶを活用 

② 被災町へ道の技術職員(厚真町､安平町及びむかわ町に各１名)を派遣 

③ 大規模な山腹崩壊により道路や農地などに堆積した土砂を、日高幌内川で発生

した地すべり対策に活用。 

④ 厚真町からの要望を受け、厚真町の災害復旧工事の一部を受託施工。 

道実施の災害復旧工事等と近接し、かつ、高度な技術を要する大規模工事を受託。 

(道路：３路線、河川：７河川、堆積土砂排除など：２地区) 

○ 公共土木施設の被害状況(災害査定) 

道 路 336箇所 134億円 

橋 梁 22箇所 10億円 

河 川 99箇所 271億円 

その他※ 72箇所 60億円 

計 529箇所 475億円 

  ※ その他 下水道、公園、公営住宅 
の損壊、堆積土砂の排除等 

災害ごみの仮置き場となった大師ヶ岡公園(安平町) 
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■ 北海道胆振東部地震災害復旧庁内連絡調整会議 

目 的 道庁内の公共土木事業等を所管する関係部署が、次の項目を議題とし共通認識

のもと、それぞれが協力・連携を図ることで、平成３０年北海道胆振東部地震の

被災地が早期復旧することを目的とする。 

１ 道や町等が行う災害復旧事業等の事業間調整について 

２ 上記事業等の入札や契約に関することについて 

３ 上記事業等の実施に関することについて 

４ 試験研究機関等との連携について 

５ その他話題提供について 

構成員 ３部(農政部、水産林務部、建設部)の災害復旧事業を所管する課の課長等及び

その事業に関連する課の課長等で構成 

農 政 部：農政課、農村設計課、農村整備課 

水産林務部：総務課、森林整備課、治山課、道有林課 

建 設 部：建設政策課、維持管理防災課、道路課、河川砂防課、都市環境課 

 

■ 事業実施円滑化連絡調整会議 

設置 平成 31年３月 14日 

目的 入札契約や資機材調達等の課題の把握､情報共有を図り事業実施の円滑化、受発注

者双方の対策の検討に資する。 

構成 北海道開発局、道建設部(建設政策課)、道建設業協会 

 

(ｲ)  厚真町富里浄水場の復旧 

令和２年(2020)年７月末までの工事完了、同年８月の給水再開を目指して、厚真町に

おいては被害調査や事業計画の策定を、道においては浄水場後背地の残留土塊の除去

を含む災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業（交付金事業を含め）をそれぞれ実施した。 
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○ 工事の進捗 

年   月 工事の内容等 

令和元年 ５月 道 後背地の残留土塊の除去を完了 

６月 町 本復旧工事を開始 

令和２年 ３月 道 浄水場の後背地の斜面対策工事を完了 

６月末 町 本復旧工事を完了 

７月 町 浄水施設の試運転、水道管路の洗浄や通水試験を実施 

７月３１日 町 富里浄水場からの給水を全面的に再開 

令和３年 ３月 道 浄水場の後背地の斜面対策工事を完了 

   ○ 厚真町富里浄水場 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元(2019)年 12月 19日           令和２(2020)年 10月 28日 

 

(ｳ)  社会福祉施設の復旧 

国の「社会福祉施設等災害復旧費国費補助金」を活用し、被災した社会福祉施設の災

害復旧に要する経費を支援（国 1/2、道 1/4、事業者 1/4）した。 

また、厚真町及び安平町の福祉仮設住宅で生活している入所者の福祉を確保するため、

特に被害の大きかった２法人が運営する施設に対して、国による補助率の嵩上げにより支

援を行い、新施設は令和２年(2020年)12月に完成した。 

○ 社会福祉２法人の運営施設 

 社会福祉法人厚真福祉会 
(厚真町) 

社会福祉法人追分あけぼの会 
(安平町) 

施設種別 
①特養 
②老人デイサービス 
③障がい者支援 

①特養 
②短期入所 
③老人デイサービス 

補助金 
による支援 

特別養護老人ホーム 国 7/12、道 1/4、事業者 1/6 
障がい者支援施設 
老人デイサービス  国 2/ 3、道 1/6、事業者 1/6 

復旧年月日 令和２年 12月 18日 令和２年 12月 15日 
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(ｴ)  学校施設の復旧 

被害を受けた道立学校や市町村立学校などで、

順次、復旧工事を実施し、令和２年(2020 年)３月

に復旧工事が完了した。 

なお、安平町では、校舎が損壊し、仮設校舎(平

成 30 年 12 月完成、平成 31 年１月供用開始)で授

業を行っている早来中学校の復旧に向けて、義務

教育学校として令和３年度着工、令和４年 12月完

成予定。教育庁において、国庫補助金の活用に当た

って助言等を行うなど、引き続き必要な支援を行

っているところ。 

 

ウ 地域産業の持続的な振興 

(ｱ)  営農再開に向けての取組 

令和３年(2021年)３月 31日現在で、農地と農業用施設等をあわせた 176件の災害復

旧事業の全て着手済であり、令和３年５月で事業を完了した。 
 

○ 被害状況等 

区分 被災箇所等 
うち災害復旧事業

活用箇所数 

農   地 161箇所 56億円 96箇所 

農業用施設 137箇所 36億円 78箇所 

農村生活環境施設 ３箇所  ３億円 ２箇所 

計 301箇所 95億円 176箇所 

 

また、特に甚大な被害を受けた農業者に対しては、国の「被災農業者向け経営体育成

支援事業」に加え、市町村と連携して道独自の上置き支援を実施した。 
 

○ 被災農業者向け経営体育成支援事業（上置き補助）  

事業主体 市町村 

対象経費 農業用施設、機械の復旧経費 

負担割合 
(通常) 国 5/10、農業者 5/10 

(上置) 国 5/10、道･市町村 各 2/10、農業者 1/10 

上置対象 復旧費用６百万円以上かつ農業収入の３割以上 
 

 

○ 学校施設の被害状況 

区  分 被害状況 

道 立 学 校 
高 等 学 校   49 校 
特別支援学校   11 校 

市町村立学校 2 3 市 町 村   302 校 

私 立 学 校 

幼  稚  園   48 園 
中  学  校   ４校 
高 等 学 校   13 校 
専 修 学 校   21 校 
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厚真町(宇隆１３地区)農地災害復旧事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災状況                                                       堆積土砂をほ場内に片寄せ（平成 31 年４月撮影） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部営農を再開した農地（令和元年５月撮影）           順調に生育する水稲（令和元年７月撮影）  

 

収穫時期を迎えた水稲（令和元年９月撮影）             全面で営農を再開した農地（令和２年６月撮影）  

 

 

 

工事の概要 

内容 復旧面積 A=4.04ha 

   土砂堆積除去（集積、排土、整地）A=0.57ha 

            （集積、積込、運搬、整地）A=3,409m3 

   畦畔築立（盛土、盛土整形）L=160m 

   流木処理（掘り起こし、切断、集積、積込、運搬）1 式 

※本地区は、土砂等の堆積により被災した農地であるが、可能な限り早期に作付が出来るよう、農地に堆積した土砂を片寄せ 

するなどの暫定的な復旧工事を実施した後に、本復旧工事を実施。 
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     ○農地被害と復旧(R3.8.31現在) 

市 町 
災害復旧事業 

備  考 
 着 手 済 

北広島市 1.05ha 1.05ha 完了 

厚 真 町 130.30ha 130.30ha 完了 

安 平 町 6.14ha 6.14ha 完了 

むかわ町 0.15ha 0.15ha 完了 

計 137.64ha 137.64ha  

 

(ｲ)  森林林業被害からの復旧 

今回の地震では、約 4,300 ヘクタールにも及ぶ大規模な林地崩壊や林道の損壊等が

発生しており、これまで、「胆振東部森林再生・林業復興連絡会議」において策定した、

「北海道胆振東部地震による被災森林の再生に向けた対応方針」及び「胆振東部地震被

災森林復旧指針」に基づき、林地、治山施設及び林道等の復旧、森林の造成、木材の安

定供給などの取組を実施してきており、今後も引き続き治山対策や林道等の復旧を進

めることとしている。 

また、被災森林の１日も早い復旧を図るため、令和３年度には、箇所ごとの具体的な

復旧手法や路網整備箇所などを明らかにした「胆振東部地震森林再生実施計画」を策定

し、森林整備が必要な箇所への作業道等の早期整備や植林等の実証試験の成果等を活

用した森林の造成などの取組を推進していくこととしている。 
 

○ 災害復旧事業の進捗状況（R４.３月末現在） 

事  業  名 箇所数 着 手 完 了 

災害関連緊急治山事業 54 54 54済 

林地荒廃防止施設災害復旧事業 17 17 17済 

林道施設災害復旧事業 69 69 69済 

 

○ 林道幌内高丘線第 13号箇所復旧工事 

   

 

 

 

 

 

 

 

平成 30(2018)年 10月             令和元(2019)年７月 
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○ 森林被害(民有林)の状況 

胆振東部３町 被害額 被害面積 
 

一般民有林 道有林 

厚 真 町 365億円 3,236ha 2,119ha 1,117ha 

安 平 町 57億円 529ha 139ha 390ha 

むかわ町 64億円 529ha 154ha 375ha 

全 道 計 511億円 4,302ha 2,419ha 1,883ha 

 

○ 胆振東部森林再生・林業復興連絡会議 

設置 平成 30年 10月５日 

目的 関係機関で林業被害等の状況について情報共有し、当面必要な対策や被災森

林の復旧方法等について検討 

構成 北海道森林管理局、胆振東部 3町､森林組合、道総研、道水産林務部、胆振総

合振興局など 

       【開催状況】 

開催回 開催年月日 議        題 

第１回 H30.10.31 ・林業被害の状況 
・当面の対策 
・地域からの意見･要望 
・木材の安定的な供給･確保 
・今後のスケジュール 

第２回 H30.12.20 ・林業被害の状況 
・森林の再生 
・被害木の処理状況 
・今後のスケジュール 

第３回 H31.3.26 ・対応方針(案) 
・平成３１年度の取組 
・今後のスケジュール 

第４回 H31.4.10 
(書面開催) 

・北海道胆振東部地震による被災森林の再生に向
けた対応方針の決定 

第５回 Ｒ元.11.12 ・森林造成実証試験について 
・各取組の進捗状況 
・今後のスケジュール 

第６回 R2.10.22 ・胆振東部森林再生･林業復興連絡会議設置要領
の改正について 

・各取組の進捗状況 
・胆振東部地震による被災森林の再生に向けた対
応方針の改正について 

・今後のスケジュール 
第７回 R3.3.30 ・胆振東部地震被災森林復旧指針(案)について 

・各取組の進捗状況 
・被災森林の再生に向けた道の体制 
・今後のスケジュール 



第４ 北海道胆振東部地震災害からの復旧・復興 

-46- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８回 
（現地検
討会） 

R3.7.20 ・崩壊斜面において植栽を実施した施行地につい   
 て 
・崩壊斜面の土壌条件の簡易判定手法について 

第９回 R3.10.8 
・「胆振東部地震森林再生実施計画」の骨子の決定
について 

第 10回 R4.3.29 ・胆振東部地震森林再生実施計画（案）について 
・各取組の進捗状況 
・被災森林の再生に向けた道の体制について 
・今後のスケジュール 
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○ 北海道胆振東部地震による被災森林の再生に向けた対応方針(H31.4.10策定) 
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○ 胆振東部地震被災森林復旧指針(R3.3.30策定) 
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○ 胆振東部地震森林再生実施計画（R4.3.31策定） 

 


